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令和元年９月 10 日 

厚 生 労 働 省 

 

第 108 回人口・社会統計部会（８月 30 日開催）において 

追加説明等を求められた事項への回答 

 

（１）調査事項の変更 

イ 「新規学卒者の初任給額及び採用人員」を把握する調査事項の削除 

 ① 抽出率別事業所数等のデータについて 

（回答） 

 ○抽出率別事業所数、労働者数 

 （１） 抽出方法  

ア 抽出方法は、事業所を第１次抽出単位、労働者を第２次抽出単位とする層化二

段抽出法としている。 

イ ①事業所の層化は、都道府県、産業及び事業所規模別に行っている。 

各層から抽出率１／１～１／１１６により調査事業所を抽出している。 

②調査事業所において、事業所の規模等に応じて設定された抽出率に基づき労

働者を抽出している（別紙１）。 

ウ 目標精度は、常用労働者の１人平均所定内給与額について設定し、結果利用の

重要度を考慮して、基本的に、都道府県、表章産業及び企業規模別の標準誤差率

を５％以内に定めている。 

（２）抽出率別事業所数、労働者数データ 

労働者抽出率別の事業所数、労働者数について、別紙２のとおり集計した。 

  なお、労働者抽出率１／１の事業所は、復元した事業所数ベースで 432,177 件で

あり、復元事業所数全体の 65.3%を占めている。    

   ※復元は、抽出率の逆数で算出している。 

 

 ○現行と代替集計の差異の事業所規模別比較 

現行の初任給額と代替集計について、平成 30 年調査結果を用いて事業所規模別に

比較したところ、その差異は、高校卒で３千円から１万７千円程度、大学卒でマイナ

ス１万６千円程度から１万８千円であった（別紙３）。 

また、現行の初任給額及び代替集計の初任給額階級別労働者数の度数分布について

は別紙４のとおりであり、その構成比については別紙５のとおりである。 
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 ○労働者抽出率１／１及び１／１以外の初任給額の差異のヒストグラム 

  前回部会の資料として示した代替集計における初任給額の差異のヒストグラムに

ついて、労働者抽出率１／１と１／１以外の事業所に分けて作成した（別紙６）。 

  別紙６のヒストグラムによると、高校卒及び大学卒において、抽出率の違いによる

差異はさほど見られない。    

 

 ② 報告者の記入負担について 

（回答） 

  報告者の記入負担については、平成 30 年調査で初任給額及び採用人員に記載のあ

った事業所の一部に対して、電話及びメールにて改めて任意でヒアリングしたところ、

以下の回答を得た。 

 

【現行の事業所票による場合】 

・現行のやり方は負担が大きい。具体的には、新卒を特定するために別のデータを参照

し特定した後に集計作業を行うのだが、特に集計作業が大変。（飲食サービス業・大

規模） 

・人事システムから自動的に出力するよう組まれており、それほど大変ではない。（製

造業・大規模） 

・特に負担は感じなかった。（派遣業・中小規模、製造業・大規模） 

 

【個人票に丸を付ける方式（新方式）に変更した場合】 

・新卒を特定して更に集計するのが大変だったので、個人票に新卒を○付けするだけで

あれば作業負担がかなり軽減されるので助かる。（飲食サービス業・大規模） 

・記入は可能だと思うが、システム改修が発生する。（製造業・大規模） 

・特に負担は変わらない。（派遣業・中小、製造業・大規模、飲食業・大規模） 

 

また、47 都道府県労働局に、平成 30 年調査における調査対象者の負担感として局に

寄せられた意見について、メールでヒアリングを実施したところ、 

・新規学卒者の定義が分かりにくい（９局） 

・通勤手当を除いて計算を行うことが手間（４局） 

・最頻値を記載するのが分かりにくい（６局） 

・対象事業所となるかが分かりにくい（２局） 

といった意見が見られた。 

 

これらの意見はあくまでごく一部の意見であり、企業によってその負担感も異なるが、

少なからず現行の調査方法について負担と感じている企業や現行の記載要領について
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わかりにくいという意見があることが改めてわかった。また、今考えている新方式にし

た場合にも負担が変わらないとする企業や、システム改修が生ずるとの意見もあったこ

とから、新方式に変更する場合には丁寧な説明や事前周知をしっかり行い、今後も負担

軽減について検討していきたい。 

 

 ③ 公表時期を遅らせることについての対応 

（回答） 

上記の通り、初任給額のデータについては①で示したところだが、そのほか記入者

負担の軽減という観点からも、今後は個人票による集計方法に変更したいと考えてい

る。その場合、現在 11 月に公表している初任給額のデータについては、他の個人票

の集計結果と同時期の公表となり、現在、本データを利用している者にはご迷惑をお

かけすることとなるが、公表が以前より遅れる点については、事前の周知をしっかり

行っていくことはもちろん、公表の早期化について今後とも検討し、利用者利便の向

上に努めてまいりたい。 

 

※ 個人票による代替集計の結果公表は他の個人票の集計結果の公表と同時期となるが、事

業所票を廃止することで、全体の公表時期（従来は翌年２月）を前倒しすることが可能と考

えており、まずは 1か月程度の早期化を予定している。 
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カ 労働者の「通勤手当」「精皆勤手当」「家族手当」を把握する調査事項の削除【個

人票】 

○３手当を除く場合と含む場合の未満率及び影響率の比較 

○削除により支障等が生じない根拠について整理 

（回答） 

○未満率及び影響率 

３手当を除く場合と含む場合の未満率及び影響率については以下の表のとおり。 

   

 

○賃金構造基本統計調査における３手当調査 

通勤手当、精皆勤手当、家族手当（以下「３手当」という。）については、これまで最

低賃金の審議資料に賃金構造基本統計調査（以下「賃構」という。）の結果を活用する

ため、特定産業の小規模事業所に限り調査を行ってきた。（最低賃金では３手当を算入

しないこととされており、賃金から３手当を控除した額を用いている。）具体的には、

賃構の３手当を用いた特別集計結果は、大規模事業所を含む系列に係る未満率・影響率

等を算出するために使用しており、その数値は最低賃金引き上げの影響等を見るための

資料の一つとして最低賃金審議会に提出されてきたところであり、その利用範囲は参考

資料として限定的なものであった。 

３手当については、政策立案、行政運営上は上記の通りもっぱら最低賃金の審議資料

に活用するためにのみ調査してきたものであり、賃構の結果として集計・公表は行って

いない。そのため、その他の行政運営及び集計表による一次利用での利用実績はなく、

また、他の調査事項の審査・分析等にも活用していない。 

賃金構造基本統計調査特別集計（小規模事業所のみ３手当除く）

H28 H29 H30

未満率(%) 1.5 1.5 1.6

影響率(%) 4.5 4.9 5.1

賃金構造基本統計調査特別集計（全事業所で３手当含む）

H28 H29 H30

未満率(%) 1.1 1.2 1.2

影響率(%) 3.8 4.2 4.3

（参考）最低賃金に関する基礎調査

H28 H29 H30

未満率(%) 2.7 1.7 1.9

影響率(%) 11.1 11.9 13.8
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なお、統計法第 33 条に基づく調査票情報の二次利用においては、利用実績がある（平

成 29 年度：５件、平成 30 年度：13 件）。 

 

そのような状況から、当該項目の削除により報告者負担の軽減を図るものである。 

 



1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



母集団事
業所数

調査事
業所数

母集団事
業所数

調査事
業所数

母集団事
業所数

調査事
業所数

母集団事
業所数

調査事
業所数

母集団事
業所数

調査事
業所数

母集団事
業所数

調査事
業所数

母集団事
業所数

調査事
業所数

母集団事
業所数

調査事
業所数

T.産業計 944,603 66,603 1/ 14.2 2 2 1/ 1.0 52 47 1/ 1.1 1,451 945 1/ 1.5 3,436 1,931 1/ 1.8 50,289 10,006 1/ 5.0 220,299 20,313 1/ 10.8 669,074 33,359 1/ 20.1

C.鉱業，採石業，砂
利採取業

429 241 1/ 1.8 -      -      - -      -      -         -      -      - 1 1 1/ 1.0 11 11 1/ 1.0 94 81 1/ 1.2 323 148 1/ 2.2

D.建設業 65,299 2,230 1/ 29.3 -      -      - -      -      - 30 19 1/ 1.6 73 37 1/ 2.0 1,454 352 1/ 4.1 11,704 742 1/ 15.8 52,038 1,080 1/ 48.2

E.製造業 123,111 10,064 1/ 12.2 -      -      - 24 21 1/ 1.1 458 373 1/ 1.2 983 725 1/ 1.4 11,685 2,616 1/ 4.5 35,173 3,126 1/ 11.3 74,788 3,203 1/ 23.3

F.電気・ガス・熱供
給・水道業

3,402 1,261 1/ 2.7 -      -      - -      -      - 12 12 1/ 1.0 12 11 1/ 1.1 473 255 1/ 1.9 1,099 458 1/ 2.4 1,806 525 1/ 3.4

G.情報通信業 17,919 1,890 1/ 9.5 -      -      - 5 5 1/ 1.0 115 55 1/ 2.1 228 81 1/ 2.8 2,194 430 1/ 5.1 5,545 635 1/ 8.7 9,832 684 1/ 14.4

H.運輸業，郵便業 59,326 3,660 1/ 16.2 -      -      - 2 2 1/ 1.0 39 33 1/ 1.2 124 101 1/ 1.2 4,364 737 1/ 5.9 19,726 1,284 1/ 15.4 35,071 1,503 1/ 23.3

I.卸売業，小売業 234,078 8,560 1/ 27.3 -      -      - 4 4 1/ 1.0 108 67 1/ 1.6 288 161 1/ 1.8 7,852 1,181 1/ 6.6 43,225 2,417 1/ 17.9 182,601 4,730 1/ 38.6

J.金融業，保険業 34,124 5,305 1/ 6.4 -      -      - 3 3 1/ 1.0 58 32 1/ 1.8 98 75 1/ 1.3 1,081 470 1/ 2.3 8,808 1,667 1/ 5.3 24,076 3,058 1/ 7.9

K.不動産業，物品賃
貸業

17,556 4,296 1/ 4.1 -      -      - 1 1 1/ 1.0 13 9 1/ 1.4 41 27 1/ 1.5 710 311 1/ 2.3 3,000 1,063 1/ 2.8 13,791 2,885 1/ 4.8

L.学術研究，専門・
技術サービス業

22,980 2,260 1/ 10.2 -      -      - 4 4 1/ 1.0 61 41 1/ 1.5 129 67 1/ 1.9 1,390 287 1/ 4.8 4,988 669 1/ 7.5 16,408 1,192 1/ 13.8

M.宿泊業，飲食サー
ビス業

108,384 6,303 1/ 17.2 -      -      - -      -      - 17 15 1/ 1.1 68 54 1/ 1.3 1,473 464 1/ 3.2 20,926 1,881 1/ 11.1 85,900 3,889 1/ 22.1

N.生活関連サービス
業，娯楽業

37,129 4,888 1/ 7.6 1 1 1/ 1.0 -      -      - 9 9 1/ 1.0 30 25 1/ 1.2 988 459 1/ 2.2 8,801 1,580 1/ 5.6 27,300 2,814 1/ 9.7

O.教育，学習支援業 27926 3794 1/ 7.4 -      -      - 3 3 1/ 1.0 91 62 1/ 1.5 170 113 1/ 1.5 1488 456 1/ 3.3 6616 1170 1/ 5.7 19558 1990 1/ 9.8

P.医療，福祉 128179 3181 1/ 40.3 -      -      - -      -      - 291 137 1/ 2.1 646 187 1/ 3.5 7927 565 1/ 14.0 33328 954 1/ 34.9 85987 1338 1/ 64.3

Q.複合サービス事業 7824 1491 1/ 5.2 -      -      - -      -      - 16 15 1/ 1.1 90 69 1/ 1.3 1008 261 1/ 3.9 981 358 1/ 2.7 5729 788 1/ 7.3

R.サービス業（その
他）

56927 7169 1/ 7.9 1 1 1/ 1.0 6 4 1/ 1.5 132 65 1/ 2.0 452 194 1/ 2.3 6186 1146 1/ 5.4 16284 2227 1/ 7.3 33866 3532 1/ 9.6

労働者抽出率

平均抽
出率

１／２ １／１

事業所規模計
（10人以上）

１／１～１／９０ １／２０～１／８０ １／１０～１／４０ １／８～１／２５ １／４～１／５１／９０

産業、事業所規模別サンプル数及び抽出率

平均抽
出率

平均抽
出率

平均抽
出率

平均抽
出率

事業所規模
⑥30～99人

事業所規模
⑦10～29人

事業所規模
①15,000人以上

事業所規模
②5,000～14,999人

事業所規模
③1,000～4,999人

事業所規模
④500～999人

事業所規模
⑤100～499人

平均抽
出率

平均抽
出率

平均抽
出率

THMKJ
テキスト ボックス
別紙１




労働者抽出率別事業所数、労働者数

抽出率
高卒

抜け落ち率
大卒

抜け落ち率

件 件 人 人 人 人 人 人

１／１ 23598 47.8% 432177 65.3% 450621 8.6% 8624837 28.4% 1149 4.0% 17872 15.1% 3407 8.1% 44132 20.3% 3.3% 8.2%

１／２ 15917 32.2% 179900 27.2% 818038 15.7% 8892544 29.2% 3679 12.9% 37158 31.3% 6650 15.7% 56454 25.9% 45.5% 41.3%

１／４ 9 0.0% 9 0.0% 1398 0.0% 1398 0.0% 8 0.0% 8 0.0% 7 0.0% 7 0.0% *** ***

１／５ 7731 15.7% 45583 6.9% 1442468 27.7% 8316516 27.3% 9284 32.6% 43870 37.0% 11606 27.4% 71627 32.9% 60.8% 58.9%

１／８ 1 0.0% 1 0.0% 846 0.0% 846 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 21 0.0% 21 0.0% - -

１／10 104 0.2% 210 0.0% 69429 1.3% 142416 0.5% 373 1.3% 542 0.5% 752 1.8% 1991 0.9% 50.0% 74.0%

１／15 567 1.1% 1507 0.2% 487861 9.4% 1184526 3.9% 1101 3.9% 1909 1.6% 3708 8.8% 11723 5.4% 80.6% 59.3%

１／20 350 0.7% 562 0.1% 323764 6.2% 507441 1.7% 2810 9.9% 3710 3.1% 3143 7.4% 5133 2.4% 64.0% 72.0%

１／25 683 1.4% 1470 0.2% 622166 11.9% 1343285 4.4% 3093 10.9% 4590 3.9% 5210 12.3% 12874 5.9% 74.2% 67.2%

１／30 55 0.1% 112 0.0% 102172 2.0% 184192 0.6% 545 1.9% 745 0.6% 1483 3.5% 3248 1.5% 64.9% 63.5%

１／35 259 0.5% 346 0.1% 507771 9.7% 695618 2.3% 5294 18.6% 6839 5.8% 3297 7.8% 5441 2.5% 54.9% 68.5%

１／40 97 0.2% 159 0.0% 171822 3.3% 275985 0.9% 191 0.7% 195 0.2% 1579 3.7% 3658 1.7% 83.3% 56.9%

１／60 21 0.0% 24 0.0% 146512 2.8% 171471 0.6% 929 3.3% 1146 1.0% 994 2.3% 995 0.5% *** 63.2%

１／70 2 0.0% 2 0.0% 13735 0.3% 13735 0.0% 9 0.0% 9 0.0% 58 0.1% 58 0.0% *** -

１／80 4 0.0% 4 0.0% 28556 0.5% 28556 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 328 0.8% 328 0.2% - -

１／90 1 0.0% 1 0.0% 24917 0.5% 24917 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 79 0.2% 79 0.0% - -

合計 49399 100.0% 662067 100.0% 5212076 100.0% 30408283 100.0% 28465 100.0% 118593 100.0% 42322 100.0% 217769 100.0% 37.8% 32.2%

（注）　１．常用労働者を10人以上雇用する民営事業所の数値である。
　　　　２．平成30年調査の事業所票を用いて把握した数値である。（高卒／大卒抜け落ち率は事業所票及び個人票を用いた数値）
　　　　３．復元は、回収率を考慮しない従来の復元方法による。
　　　　４．抜け落ち率とは、当該労働者抽出率に該当する事業所の中で、高校／大学新卒者が事業所票上存在するが代替集計では存在しない事業所の割合をいう。
　　　　５．抜け落ち率の「-」は値が存在しないセル、「***」は度数が10以下のセルである。

大卒採用人数_復元高校新卒 大学新卒
事業所数

（サンプルサイズ）
復元した事業所数 常用労働者数 常用労働者数_復元 高卒採用人数_復元

THMKJ
テキスト ボックス
別紙２




（高校卒） （単位：千円）

事業所
規模番号 事業所規模 従来 代替 乖離

合計 165.1 171.5 6.4

1 15,000人以上 - - -

2 5,000～14,999人 169.1 185.8 16.7

3 1,000～4,999人 167.1 178.6 11.5

4 500～999人 163.8 178.6 14.7

5 100～499人 164.7 172.2 7.5

6 30～99人 165.1 168.2 3.0

7 10～29人 165.3 168.7 3.4

（大学卒） （単位：千円）

事業所
規模番号 事業所規模 従来 代替 乖離

合計 206.7 218.6 12.0

1 15,000人以上 205.0 188.7 -16.3

2 5,000～14,999人 227.6 240.4 12.8

3 1,000～4,999人 218.6 236.5 17.9

4 500～999人 208.2 226.2 18.0

5 100～499人 207.1 217.2 10.0

6 30～99人 203.5 214.7 11.2

7 10～29人 202.6 210.5 7.9

（注）　１　常用労働者を10人以上雇用する民営事業所の数値。
　　　　2　代替は、勤続年数0年の一般労働者のうち、最低年齢及び最低年齢＋１歳の者を集計した。
　　　　3　－は値が存在しないセルである。

初任給額の差異についての事業所規模別比較（平成30年調査）

THMKJ
テキスト ボックス
別紙３




新規学卒者の初任給額階級別労働者数（事業所規模別・現行調査及び代替集計）（平成30年・高卒）
（単位：人）

現行調査 代替集計 代替集計（通勤手当見合い額（7,500円）を控除）
500人
以上

100～
499人

30～99人 10～29人 計
500人
以上

100～
499人

30～99人 10～29人 計
500人
以上

100～
499人

30～99人 10～29人 計

80.0 ～ 89.9 - - - - - - - - - - -  5 - -  5
90.0 ～ 99.9 - - - - - -  5 - -  5 - -  84  5  89

100.0 ～ 109.9 -  55 - -  55 - -  110  5  115 -  20  118 -  138
110.0 ～ 119.9 - -  20 -  20 -  20  100 -  120  75  182  64  118  439
120.0 ～ 129.9  14  90  456  229  789  95  202  114  247  658  120  451  430  343 1 344
130.0 ～ 139.9  242  642 1 239  729 2 852  120  681  654  447 1 901  183 1 324 1 635 1 485 4 627
140.0 ～ 149.9  866 3 355 3 552 2 124 9 897  258 1 402 1 915 1 611 5 187  609 3 309 3 012 2 130 9 060
150.0 ～ 159.9 2 170 9 096 6 335 2 895 20 496 1 095 4 447 3 763 2 450 11 755 2 911 7 906 6 903 3 251 20 970
160.0 ～ 169.9 11 324 17 542 11 515 4 966 45 347 4 026 10 003 6 824 3 093 23 945 6 284 10 070 6 206 3 144 25 705
170.0 ～ 179.9 4 248 6 819 6 793 3 121 20 981 5 240 7 872 6 147 3 158 22 418 2 259 5 185 4 082 2 462 13 988
180.0 ～ 189.9  291 3 673 3 619 1 671 9 254 2 207 4 914 3 376 2 537 13 034 1 520 3 244 2 018 1 952 8 734
190.0 ～ 199.9  91  799 1 263  700 2 853 1 095 2 504 1 923 1 633 7 156 1 099 1 332 1 356  761 4 549
200.0 ～ 209.9  139  628  573  136 1 476 1 464 1 142 1 131  728 4 466 1 204  564  550  602 2 919
210.0 ～ 219.9 -  28  445  154  627  761  515  673  361 2 309  236  474  472  555 1 737
220.0 ～ 229.9 -  50  65  442  557  179  456  204  602 1 441  185  246  124  174  729
230.0 ～ 239.9  4  2  42  6  54  145  154  126  139  564  95  310  8  79  492
240.0 ～ 249.9 -  103  114 -  217  130  305  200  50  685  35 -  284  41  360
250.0 ～ 259.9 -  24 -  22  46 - -  88  41  129 - -  12 -  12
260.0 ～ 269.9 -  88 - -  88 - -  10 -  10  15 - -  11  26
270.0 ～ 279.9 - - - - -  15  5 -  11  31  105  5  40 -  150
280.0 ～ 289.9 - - - - -  105 -  40 -  145  25 -  12 -  37
290.0 ～ 299.9 - - - - -  25 -  12 -  37  35  15 - -  50
300.0 ～ 309.9 -  13 - -  13  35  15 - -  50 -  10 - -  10
310.0 ～ 319.9 - - - - -  60  10 - -  70  60 - - -  60

計 19 389 43 007 36 031 17 195 115 622 17 056 34 652 27 410 17 113 96 231 17 056 34 652 27 410 17 113 96 231

（注）１．常用労働者を10人以上雇用する民営事業所の数値。
   ２．代替集計は、事業所票に新規学卒採用者の記入がある事業所の個人票において、勤続年数0年の一般労働者のうち、最低年齢及び最低年齢＋１歳の者を
     集計したもの。
   ３．通勤手当額（7,500円）は、平成27年就労条件総合調査により把握した労働者1人平均支給額（調査企業規模計）である。
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新規学卒者の初任給額階級別労働者数（事業所規模別・現行調査及び代替集計）（平成30年・大卒）
（単位：人）

現行調査 代替集計 代替集計（通勤手当見合い額（7,500円）を控除）
500人
以上

100～
499人

30～99人 10～29人 計
500人
以上

100～
499人

30～99人 10～29人 計
500人
以上

100～
499人

30～99人 10～29人 計

90.0 ～ 99.9 - - - - - - - - - -  15 -  8 -  23
100.0 ～ 109.9 - - -  13  13  15 -  8 -  23 - - -  4  4
110.0 ～ 119.9 - - - - - - -  8  4  12  90  5  8  25  128
120.0 ～ 129.9 -  4  5  16  25  90  5 -  25  120 - -  44  41  85
130.0 ～ 139.9  3  12  34  14  63 -  15  44  41  100  20  60  61  67  208
140.0 ～ 149.9  1  110  455  64  630  20  45  81  71  217  80  235  180  166  661
150.0 ～ 159.9  124  399  357  289 1 169  80  330  266  197  873  30  564  433  483 1 511
160.0 ～ 169.9 1 419 1 298 1 113 1 018 4 848  45  514  597  572 1 729  305 1 251 1 531 1 256 4 343
170.0 ～ 179.9 3 297 2 798 3 630 3 024 12 749  469 1 542 2 535 1 585 6 131 1 065 3 048 3 553 2 683 10 349
180.0 ～ 189.9 1 561 5 645 5 836 6 964 20 006  956 3 415 2 912 3 063 10 346 2 466 5 499 5 428 4 881 18 275
190.0 ～ 199.9 2 916 10 476 9 035 5 773 28 200 2 755 6 446 5 977 5 678 20 857 3 930 10 662 9 782 9 095 33 469
200.0 ～ 209.9 9 990 20 382 17 339 12 760 60 471 4 934 11 802 10 649 9 629 37 015 6 123 11 171 7 903 7 308 32 505
210.0 ～ 219.9 10 562 13 090 8 077 4 946 36 675 6 384 10 209 6 979 6 496 30 068 7 007 9 153 5 200 5 024 26 383
220.0 ～ 229.9 3 883 7 085 4 539 3 190 18 697 6 466 8 322 4 536 4 421 23 745 4 622 5 004 2 617 2 890 15 133
230.0 ～ 239.9 1 917 3 742 1 479 2 142 9 280 4 089 4 900 2 724 2 995 14 708 3 581 2 993 3 594 1 790 11 958
240.0 ～ 249.9 2 779 1 657 1 664  600 6 700 3 631 2 646 3 425 1 350 11 052 3 174 2 863 1 255 1 127 8 420
250.0 ～ 259.9 2 054 1 439  644  504 4 641 3 573 2 771 1 122  935 8 401 2 580 1 390  995  836 5 801
260.0 ～ 269.9  199  303  78  269  849 1 660 1 250  971  675 4 556 1 069 1 189  684  463 3 405
270.0 ～ 279.9  499  193  370  280 1 342 2 199 1 119  762  471 4 551 1 380  670  686  243 2 978
280.0 ～ 289.9  65  92  114  23  294  214  615  416  234 1 479  389  410  200  243 1 242
290.0 ～ 299.9  54  13 - -  67  405  253  160  248 1 065  240  188  222  94  744
300.0 ～ 309.9  347  295  280  229 1 151  230  175  278  67  750  200  208  304  44  756
310.0 ～ 319.9 -  44 - -  44  260  218  354  14  846  265  294  157  9  725
320.0 ～ 329.9 - - -  8  8  155  294  41  4  494  245  60  38  63  406
330.0 ～ 339.9  24 -  9  10  43  275  30  38  63  406  495  35  18  12  560
340.0 ～ 349.9  593 -  48 -  641  525  35  18  9  587  120 -  2  8  130
350.0 ～ 359.9 -  1  15  50  66  60 -  2  42  104  100 -  12  64  176
360.0 ～ 369.9 - - - - -  100 -  32  31  163 -  40  278  15  333
370.0 ～ 379.9  3 - - -  3 -  40  258  14  312 - - -  10  10
380.0 ～ 389.9  96 - -  10  106 -  10  8  10  28 -  10  8 -  18
390.0 ～ 399.9 - - -  10  10 - - -  20  20 - - -  23  23
400.0 ～  30  22  3 -  55  215  20  18  11  264  215  20  18  8  261

計 42 416 69 100 55 124 42 206 208 846 39 806 57 021 45 220 38 976 181 023 39 806 57 021 45 220 38 976 181 023



新規学卒者の初任給額階級別労働者数構成比（事業所規模別・現行調査及び代替集計）

（代替集計は個人票の所定内給与額から通勤手当見合いの金額（7,500円）を控除したもの）

7500円：平成27年就労条件総合調査より算出した労働者1人平均通勤手当額
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（注）１．常用労働者を10人以上雇用する民営事業所の数値。
   ２．代替集計は、事業所票に新規学卒採用者の記入がある事業所の個人票において、勤続年数0年の一般労働者のうち、
     最低年齢及び最低年齢＋１歳の者を集計したもの。
   ３．通勤手当額（7,500円）は、平成27年就労条件総合調査により把握した労働者1人平均支給額（調査企業規模計）である。
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労働者抽出率が１／１の事業所

労働者抽出率が１／１以外の事業所

（注）１．平成30年調査における常用労働者を10人以上雇用する民営事業所の数値。
　　　２．代替集計は、勤続年数0年の一般労働者のうち、最低年齢及び最低年齢＋１歳
　　　　の者を集計したもの。
　　　３．乖離額は、代替集計と事業所票の採用人数が共に正値となっている事業所について、
　　　　代替集計による初任給の平均から事業所票から把握できる初任給の平均を引いたもの。
　　　４．事業所数（復元前）を集計したもの。
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　　　２．代替集計は、勤続年数0年の一般労働者のうち、最低年齢及び最低年齢＋１歳
　　　　の者を集計したもの。
　　　３．乖離額は、代替集計と事業所票の採用人数が共に正値となっている事業所について、
　　　　代替集計による初任給の平均から事業所票から把握できる初任給の平均を引いたもの。
　　　４．事業所数（復元前）を集計したもの。
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